
 

 

 

2021 年 6 月 11 日 

 

各 位 

 

一般社団法人 中国経済連合会 

会 長  苅田 知英 

 

 

「景気動向アンケ－ト調査結果(2021 年 5 月調査)」について 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

当連合会の運営につきましては，平素から格別のご高配を賜わり厚くお礼申

し上げます。 

さて，当連合会では，会員を中心とした中国地域の企業を対象に，定期的にア

ンケ－ト調査を実施し，中国地域の景気動向および見通しの把握に努めており

ます。 

今回，2021 年 5 月に実施しました「景気動向アンケ－ト調査結果」(2021 年 5

月調査)がまとまりましたので，別紙の通り発表いたします。 

 

敬 具 

 

（お願い） 

調査内容に関するご質問等がございましたら，下記までご連絡下さい。 

 

【お問い合せ先】             

（一社）中国経済連合会(担当：笹田・本末
もとすえ

・平岡) 

〒730-0041 広島市中区小町 4-33 

中国電力ビル 3号館 

ＴＥＬ（082）548－8523 

ＦＡＸ（082）245－8305 

以 上 
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一般社団法人中国経済連合会 

 

 

 

 

当連合会では、このほど中国地方の最近の景気動向を把握するため、会員企業等に対しアンケート調

査を実施した。 
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中国地方景気動向アンケート調査結果 

（2021 年 5 月調査） 

【結果概要】 

Ⅰ．景気動向 ～非製造業を中心に再び悪化，先行きは改善見通し～ 

・中国地域の景況感は，２期連続して改善してきたが，コロナ感染第４波が全国的に拡大するなかで，非

製造業を中心に再び悪化し，依然として厳しい状況にある。 

・先行き（２～３ヵ月先）については，個人消費や設備投資など内需の動向が懸念されるものの，製造業・

非製造業ともに改善する見通しとなっている。  

Ⅱ．業績見通し ～製造業は増収・増益，非製造業は売上横這いも減益～ 

・企業業績について，全産業では増収・減益を見込む先が多くなっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業ではコロナによる落込みの反動や海外経済の回復から，増収・増

益を見込む先が多いものの，非製造業ではコロナ感染が長期化するなかで，売上は前年度並み，利益面

では減益を見込む先が多くなっている。 

Ⅲ．原材料価格 ～製造業の８割弱で価格が上昇し，収益への影響を懸念～ 

・原材料について，製造業で 9割強，非製造で 6割，全産業で 7割が仕入れを行っている。 

・全産業（仕入れを行っている先）では，5割強の先で原材料価格が上昇しており，5 割強の先では収益

への悪影響が出ている。 

・とくに製造業では，8割弱の先で価格が上昇し，7割弱の先では収益に悪影響が出ている。今後も 6割

弱が価格上昇を見込んでおり，収益への悪影響が懸念される。 

Ⅳ．雇用状況 ～やや緩和も非製造業を中心に不足感が強い状態が続く～ 

・雇用状況は，前回調査よりやや緩和したものの，非製造業を中心に依然として不足感が強い状態が続い

ている。 

・人手不足への主な対応として，7割弱が「正規雇用の増加」，５割が「派遣・パート社員の活用」，３割

弱が「アウトソーシング」などを挙げている。 

・本年度（来年 4月入社）の新卒採用については，昨年度並みが６割弱を占め，「増やす」と「減らす＋

採用しない」がそれぞれ 2割弱程度と，ほぼ拮抗している。 

【調査要領】 

・調 査 時 期：2021 年 5 月 17 日～5月 31 日（毎年 5，8，11，2月を目途に調査予定） 

・調 査 対 象：会員 602 社 非会員 117 社 計 719 社 

・回 答 社 数：256 社（回答率 35.6％） 

・回答企業内訳：製造業 78 社，非製造業 178 社 
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 ＜補足説明＞ 

・ＤＩ・・・・ディフュージョン・インデックスの略。企業の業況感や雇用人員の過不足などの各種判断を指数化したも

の。一般的に「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答した企業の割合を引いた数値で求め，良

い・悪いなどの「景況水準（レベル）」を表す。 

・ＢＳＩ・・・ビジネス・サーベイ・インデックス（景気動向指数）の略。算出方法は「上昇（増加）」と回答した企業の

割合から「低下（減少）」と回答した企業の割合を引いた数値で求める。上昇（増加）・下降（減少）など

の「景況変化（方向性）」を表す。 

Ⅴ．設備投資 ～設備投資は回復傾向，４割弱の先では情報化投資を増加～ 

・202１年度に設備投資を計画している企業の割合は 8割弱で，昨年度実績を上回る見込み。投資額は昨

年度より「増やす」が４割弱，「減らす」が 2割強と，「増やす」が「減らす」を上回っている。主な投

資目的は「維持・補修」，「合理化・省力化」，「新製品・製品高度化」，「増産・拡販」など。 

・情報化にかかわる投資については，昨年度より「増やす」が４割弱，「減らす」が１割と，「増やす」が

「減らす」を大幅に上回っている。主な投資目的は「システム構築」，「ハード機器購入」，「ソフトウェ

アの購入」，「通信環境の拡充」，「セキュリティ強化」など多岐にわたっている。 

Ⅵ．新型コロナ 第４波の影響等 ～8 割弱が悪影響，本格的回復は 2022 年度以降が 7 割弱～ 

１．自社事業への影響 

・新型コロナ第４波について，悪影響を受けている割合は 8 割弱となっており，感染が再拡大するな

かで，製造業・非製造業ともに再び悪影響の度合が強まっている。とくに「飲食・宿泊」，「運輸・倉

庫」は大きな影響を受けている。 

・コロナ前の水準に戻る時期は，2022 年度以降とした先が全産業で７割弱，製造業／非製造業別にみ

ると，製造業で 6 割強，非製造業では 7割強を占め，回復時期は前回調査からずれ込んでいる。 

２．新型コロナに対する取組等について 

・コロナへの事業面での対応として，「デジタル技術を活用した生産性・付加価値向上」，｢新規顧客の

開拓｣，「新規事業参入・新商品開発」，「Ｅコマース等を活用した販売(営業)の見直し」などに取り組

んでいる。 

・在宅勤務について，7 割弱が導入しているものの，実際に活用している社員の割合は 20％以下とし

た先が 6 割弱を占めている。また，在宅勤務を最も活用した時期は「昨年４～6 月」が 4 割強，「現

在(４，５月)」が 4割弱と，いずれも感染拡大時期と重なっており，コロナとの関連性がみられる。 

・在宅勤務の来年度の活用については，「現状並み」が 6割弱を占めなかで，「縮小」が「拡大」をやや

上回っており，在宅勤務の活用拡大は難しいことが窺える。 

Ⅶ．外国人材の活用について ～３割が外国人材を雇用，１割強が留学生を継続的に採用～ 

１．外国人材の受入れ・活用 

・優秀な人材の確保や労働力不足への対応を背景に，約 3割の事業者が外国人材を雇用しており，在留

資格としては高度人材や永住者・定住者，技能実習生が多い割合となっている。 

・外国人材の円滑な受入れ・共生社会の実現に向けて，「渡航前・受入後の日本語教育の充実」，「企業

における適正な労働条件と雇用管理の確保」，「在留資格手続きの円滑化・迅速化」を必要と考えてい

る。 

２．外国人留学生の採用動向 

・昨年度に留学生を採用した企業は 1割強であり，コロナ前と変わらず企業の貴重な戦力として期待し

ている。 

・今年度も 1 割の企業が採用を予定しており，「中国」や「ベトナム」，「タイ」，「インド」出身の学生

を求めている。 
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Ⅰ．景気動向                                 

 

１．現在（2021 年 5 月）の景況感 

・景況感ＤＩ（「大変良い＋良い」割合－「悪い＋大変悪い」割合）は，▲52.4（前回比▲5.0）と悪化し，マイナス

幅が拡大した。製造業/非製造業別では，製造業は▲49.4（同▲0.1）と前回と同水準となるものの，

非製造業では▲53.7（同▲7.2）と悪化し，マイナス幅が拡大した。 

・先行き（２～３ヵ月先）の景況感ＤＩは▲38.7（現状比＋13.7）と依然としてマイナス圏にあるもの

の，改善する見通しとなっている。製造業/非製造業別にみても，製造業で▲25.1（同＋24.3），非製

造業も▲44.6（同＋9.1）と，ともに改善する見通しとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・中国地域の景況感は，２期連続して改善してきたが，コロナ感染第４波が全国的に拡大するなかで，

非製造業を中心に再び悪化し，依然として厳しい状況にある。 

・先行き（２～３ヵ月先）については，個人消費や設備投資など内需の動向が懸念されるものの，製

造業・非製造業ともに改善する見通しとなっている。  

 

2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 先行き

17年 18年 19年 20年 21年

全産業 9.7 11.3 11.1 25.8 23.4 23.8 13.2 13.4 14.1 1.2 ▲ 6.3 ▲ 11.6 ▲ 30.3 ▲ 74.5 ▲ 76.1 ▲ 59.8 ▲ 47.4 ▲ 52.4 ▲ 38.7

製造業 1.6 10.2 17.6 33.9 32.9 29.4 23.8 16.2 15.9 ▲ 11.4 ▲ 13.6 ▲ 21.5 ▲ 46.5 ▲ 74.0 ▲ 78.5 ▲ 60.3 ▲ 49.3 ▲ 49.4 ▲ 25.1

非製造業 12.7 11.7 8.7 22.9 19.5 21.7 8.1 12.2 13.3 6.9 ▲ 3.0 ▲ 7.4 ▲ 23.0 ▲ 74.7 ▲ 75.1 ▲ 59.7 ▲ 46.5 ▲ 53.7 ▲ 44.6

▲ 100.0

0.0

100.0

【 D.I.】 中国地方景況感D.I.の推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業
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２．景況感が悪いとしている要因（景況感が悪いとした回答先について） 

・景況感が悪いと回答した先の主な要因は，「企業収益の悪化（59.0％）」が最も多く，次いで「個人消

費の減少（58.3％）」,「設備投資の減少（35.3％）」となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「企業収益の悪化（46.2％）」が最も多く，次いで「個人消

費の減少（43.6％）」，「設備投資の減少（41.0％）」，「原材料価格の上昇（28.2％）」となっている。非

製造業では「個人消費の減少」と「企業収益の悪化（64.0％）」がともに 64.0％と最も多く，次いで

「設備投資の減少（33.0％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．先行き（２～３ヵ月先）について 

（１）懸念材料 

・先行きの懸念材料は「個人消費の動向（55.3％）」が最も多く，次いで「景気対策の動向（42.6％）」，

「設備投資の動向（37.6％）」となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「個人消費の動向（41.1％）」が最も多く，次いで「原材

料価格の動向（35.6％）」，「設備投資の動向（34.2％）」となっている。非製造業では「個人消費の

動向（61.6％）」が最も多く，次いで「景気対策の動向（47.0％）」, 「設備投資の動向（39.0％）」

となっている。 

・前回調査と比べると，製造業で「海外経済の動向（27.4％）」（前回比▲16.1）が低下する一方で，

「原材料価格の動向（35.6％）」（同＋17.9）が大幅に上昇している。 
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0.0 

25.9 

46.2 

43.6 

41.0 

10.3 

7.7 

28.2 

15.4 

12.8 

5.1 

2.6 

0.0 

0.0 

23.1 

64.0 

64.0 

33.0 

15.0 

12.0 

3.0 

4.0 

4.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

27.0 

0 20 40 60 80

企業収益の悪化

個人消費の減少

設備投資の減少

雇用情勢の悪化

公共投資の減少

原材料価格の上昇

輸出の減少

海外経済の低迷

為替相場

原油価格の上昇

株価の下落

貸出金利の上昇

その他

（％）

【景況感が悪い要因】

全産業

製造業

非製造業

55.3 

42.6 

37.6 

16.9 

16.0 

14.3 

7.6 

6.3 

4.2 

3.4 

2.5 

2.1 

1.7 

0.0 

28.3 

41.1 

32.9 

34.2 

35.6 

15.1 

27.4 

15.1 

12.3 

4.1 

5.5 

4.1 

2.7 

2.7 

0.0 

21.9 

61.6 

47.0 

39.0 

8.5 

16.5 

8.5 

4.3 

3.7 

4.3 

2.4 

1.8 

1.8 

1.2 

0.0 

31.1 

0 20 40 60 80

個人消費の動向

景気対策の動向

設備投資の動向

原材料価格の動向

公共投資の動向

海外経済の動向

輸出の動向

原油価格の動向

株式市場の動向

消費者物価の動向

税制の動向

金利の動向

為替相場の動向

地価の動向

その他

（％）

【先行きの懸念材料】

全産業

製造業

非製造業
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Ⅱ．業績見通し                                

１．2021 年度の売上見通しについて 

・2021 年度の売上見通しについて，「増加」が 31.9％，「横這い」が 44.0％，「減少」が 24.2％で，売上

判断ＢＳＩ（「増加」割合－「減少」割合）は＋7.7 と，増収を見込む先が多くなっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「増加」が 42.1％，「横這い」が 38.2％，「減少」が 19.7％で，

売上判断ＢＳＩは＋22.4 と，増収を見込む先が多くなっている。一方，非製造業は「増加」が 27.3％，

「横這い」が 46.5％，「減少」が 26.2％で，売上判断ＢＳＩは＋1.1 と，前年度なみの売上を見込む

先が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．2021 年度の利益見通しについて 

・2021 年度の利益見通しについて，「増加」が 26.6％，「横這い」が 41.1％，「減少」が 32.3％で，利益

判断ＢＳＩ（「増加」割合－「減少」割合）は▲5.7 と，減益を見込む先が多くなっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「増加」が 38.7％，「横這い」が 34.7％，「減少」が 26.7％で，

利益判断ＢＳＩは＋12.0 と，増益を見込む先が多くなっている。一方，非製造業は「増加」が 21.4％，

「横這い」が 43.9％，「減少」が 34.7％で，利益判断ＢＳＩは▲13.3 と，減益を見込む先が多くなっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

  

・企業業績について，全産業では増収・減益を見込む先が多くなっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業ではコロナによる落込みの反動や海外経済の回復から，増収・

増益を見込む先が多いものの，非製造業ではコロナ感染が長期化するなかで，売上は前年度並み，

利益面では減益を見込む先が多くなっている。 

 

17/05 17/08 17/11 18/02 18/05 18/08 18/11 19/02 19/05 19/08 19/11 20/02 20/05 20/08 20/11 21/02 21/05

全産業 ▲ 6.9 ▲ 6.9 ▲ 5.8 ▲ 12.2 ▲ 3.0 ▲ 16.1 ▲ 13.5 ▲ 10.9 ▲ 6.1 ▲ 10.9 ▲ 14.4 ▲ 13.5 ▲ 63.6 ▲ 57.7 ▲ 49.6 ▲ 34.8 ▲ 5.7

製造業 5.7 ▲ 2.9 11.5 0.0 ▲ 2.9 ▲ 8.4 ▲ 6.7 ▲ 5.8 ▲ 14.2 ▲ 20.0 ▲ 21.4 ▲ 28.8 ▲ 69.4 ▲ 64.6 ▲ 51.6 ▲ 47.0 12.0

非製造業 ▲ 12.0 ▲ 8.5 ▲ 12.2 ▲ 17.4 ▲ 3.0 ▲ 19.8 ▲ 16.5 ▲ 12.9 ▲ 2.5 ▲ 6.7 ▲ 11.3 ▲ 6.7 ▲ 61.1 ▲ 54.7 ▲ 48.7 ▲ 30.0 ▲ 13.3

▲ 80.0

0.0

80.0
【BSI】

（年/月）

経常利益BSIの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業

17/05 17/08 17/11 18/02 18/05 18/08 18/11 19/02 19/05 19/08 19/11 20/02 20/05 20/08 20/11 21/02 21/05

全産業 10.9 7.3 16.8 12.2 15.6 9.3 6.6 17.2 3.1 ▲ 1.2 ▲ 8.7 ▲ 6.8 ▲ 62.3 ▲ 62.1 ▲ 57.2 ▲ 39.9 7.7

製造業 18.6 13.2 32.8 30.9 26.1 27.4 25.6 27.6 ▲ 2.8 ▲ 6.7 ▲ 18.8 ▲ 24.6 ▲ 68.0 ▲ 70.9 ▲ 67.2 ▲ 59.1 22.4

非製造業 7.9 5.0 10.9 4.4 11.3 0.6 ▲ 1.8 12.9 5.6 1.2 ▲ 4.4 1.2 ▲ 59.9 ▲ 58.3 ▲ 53.4 ▲ 32.3 1.1

▲ 80.0

0.0

80.0
【BSI】

（年/月）

売上BSIの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業
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Ⅲ．原材料価格                               

１．原材料価格の動向 

・原材料を仕入れている先は,全産業で 70.9％,製造業では 94.7％，非製造業では 60.1％となってい

る。（以下，原材料を仕入れている先への質問） 

・最近（２～３ヵ月）の原材料価格の動向について，全産業では「上昇」が 52.6％，「低下」が 1.2％

で，原材料価格ＢＳＩ（「上昇」割合－「低下」割合）は 51.4 と，過半の先で上昇している。先行き（２～

３ヵ月後）の原材料価格も「上昇」が 45.8％，「低下」が 4.2％で，原材料価格ＢＳＩは 41.6 と，

価格上昇は続くとみる先が多い。 

・とくに製造業では，最近の価格で 76.4％が，先行きも 59.4％が上昇するとしている。 

 
［原材料価格の動向（最近・先行き）］  （％，ポイント） 

 
全産業 製造業 非製造業 

最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 

上昇  52.6  45.8  76.4  59.4  35.6  36.1 

横這い  46.2  50.0  23.6  36.2  62.4  59.8 

低下   1.2   4.2   0.0   4.3   2.0   4.1 

ＢＳＩ 
（上昇－低下） ＋51.4 ＋41.6 ＋76.4 ＋55.1 ＋33.6 ＋32.0 

 

２．原材料価格の動向が収益に与える影響について  ※「良い影響」：「かなり良い影響」＋「ある程度良い影響」 
※「悪い影響」：「かなり悪い影響」＋「ある程度悪い影響」 

・原材料価格の動向が収益に与える影響については，「悪い影響」が 53.0％と過半を占める。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「悪い影響」が 66.6％，非製造業では 43.3％と，製造業で

悪影響が多くみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・原材料について，製造業で 9 割強，非製造で 6 割，全産業で 7 割が仕入れを行っている。 

・全産業（仕入れを行っている先）では，5 割強の先で原材料価格が上昇しており，5 割強の先では収

益への悪影響が出ている。 

・とくに製造業では，8 割弱の先で価格が上昇し，7 割弱の先では収益に悪影響が出ている。今後も 6

割弱が価格上昇を見込んでおり，収益への悪影響が懸念される。 

1.8 

4.3 

0.0 

7.8 

4.3 

10.3 

37.3 

24.6 

46.4 

42.2 

53.6 

34.0 

10.8 

13.0 

9.3 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【原材料価格が収益に与える影響】

かなり良い影響を受けている ある程度良い影響を受けている 影響は受けていない

ある程度悪い影響を受けている かなり悪い影響を受けている
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Ⅳ．雇用状況                                 

 

１．現在の雇用状況について 

・雇用判断ＤＩ（「不足＋やや不足」割合－「過剰＋やや過剰」割合）は，22.7（前回比▲5.7）と前回調査に比べて

プラス幅は縮小したものの，依然として不足感の強い状態が続いている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は 3.9（同▲9.8）とプラス幅が縮小し不足感は緩和している。 

一方，非製造業では 31.0（同▲3.0）とプラス幅はやや縮小したものの，依然として不足感が強い状態

が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・雇用状況は，前回調査よりやや緩和したものの，非製造業を中心に依然として不足感が強い状態が

続いている。 

・人手不足への主な対応として，7 割弱が「正規雇用の増加」，５割が「派遣・パート社員の活用」，

３割弱が「アウトソーシング」などを挙げている。 

・本年度（来年 4 月入社）の新卒採用については，昨年度並みが６割弱を占め，「増やす」と「減

らす＋採用しない」がそれぞれ 2 割弱程度と，ほぼ拮抗している。 

 

2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月 8月 11月 2月 5月

17年 18年 19年 20年 21年

全産業 47.3 50.7 49.6 54.3 59.0 53.0 49.2 51.8 55.6 45.2 48.2 45.0 42.3 18.1 16.3 21.4 28.4 22.7

製造業 32.2 40.6 43.5 46.8 67.7 60.9 53.5 56.7 60.8 31.4 48.0 28.5 16.4 ▲ 5.4 ▲ 10.2 0.0 13.7 3.9

非製造業 53.1 54.5 51.9 57.0 55.5 49.8 47.1 49.7 53.5 51.2 48.2 52.2 53.7 28.3 27.7 29.6 34.0 31.0

▲ 80.0

0.0

80.0

【D.I】 雇用判断D.Iの推移（産業別）

全産業 製造業 非製造業

「
不
足
」
超

「
過
剰
」
超
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２．人手不足への対応について 

・「人手が不足している」（「不足」または「やや不足」）と回答した先は 34.6％（前回比▲5.4），製

造業/非製造業別にみると，製造業で 19.5％（同▲10.8），非製造業は 41.2％（同▲2.5）となっ

ている。 

・不足への対応として，「正規雇用の増加」が 67.1％（同▲4.5）と最も多く，次いで「派遣・パー

ト社員の活用（49.4％）」(同＋5.2），「アウトソーシング（27.1％）」(同＋5.0)となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．新卒採用について 

・2022 年度（2022 年 4 月入社）の新卒採用計画について，2021 年度の実績と比べると，「昨年度並

み」が 57.7％と最も多く，次いで「増やす」（16.1％），「未定」（11.7％），「採用しない」（9.3％），

「減らす」（5.2％）となっており，「増やす」と「減らす＋採用しない」（14.5％）がほぼ拮抗し

ている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「昨年度並み」が 68.0％と最も多く，次いで「増やす」

が 12.0％，「減らす＋採用しない」が 10.7％となっている。非製造業も「昨年度並み」が 53.2％

と最も多く，次いで「増やす」が 17.9％，「減らす＋採用しない」が 16.2％となっており，製造

業・非製造業ともに「増やす」と「減らす＋採用しない」がほぼ拮抗している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

67.1 

49.4 

27.1 

24.7 

24.7 

8.2 

4.7 

50.0 

64.3 

21.4 

50.0 

7.1 

14.3 

7.1 

70.4 

46.5 

28.2 

19.7 

28.2 

7.0 

4.2 

0 20 40 60 80

正規雇用の増加

派遣・パート社員の活用

アウトソーシング

時間外労働で対応

非正規雇用の増加

外国人労働者の活用

その他

（％）

【人手不足への対応策】

全産業

製造業

非製造業

16.1 

12.0 

17.9 

57.7 

68.0 

53.2 

5.2 

6.7 

4.6 

9.3 

4.0 

11.6 

11.7 

9.3 

12.7 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【2022度年4月入社の新卒採用動向（対前年度比）】

増やす 2021年度並み 減らす 採用しない 未定
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Ⅴ．設備投資                                 

１．設備投資計画について 

（１）2021 年度の設備投資の有無について 

・2021 年度に設備投資を行うと回答した先は，全産業で 77.7％（昨年度実績比＋4.6），製造業／非

製造業別にみると，製造業では 90.8％（同▲2.6），非製造業では 71.9％（同＋8.7）となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）投資額の増減について 

・設備投資を行うとした先に，投資見込み額を聞いたところ，昨年度に比べて，「増やす」が 37.7％，

「横這い」が 39.8％，「減らす」が 22.5％と，「増やす」が「減らす」を上回っている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業で「増やす」が 37.6％，「減らす」が 21.7％，非製造業で

は「増やす」が 37.7％，「減らす」が 22.9％となっており，製造業，非製造業ともに「増やす」

が「減らす」を上回っている。 

 

 

 

 

  

・202１年度に設備投資を計画している企業の割合は 8 割弱で，昨年度実績を上回る見込み。投

資額は昨年度より「増やす」が４割弱，「減らす」が 2 割強と，「増やす」が「減らす」を上回っ

ている。主な投資目的は「維持・補修」，「合理化・省力化」，「新製品・製品高度化」，「増産・拡

販」など。 

・情報化にかかわる投資については，昨年度より「増やす」が４割弱，「減らす」が１割と，「増や

す」が「減らす」を大幅に上回っている。主な投資目的は「システム構築」，「ハード機器購入」，

「ソフトウェアの購入」，「通信環境の拡充」，「セキュリティ強化」など多岐にわたっている。 

※「増加」：「大幅に増加」＋「増加」，「減少」：「大幅に減少」＋「減少」 

73.1 

77.7 

93.4 

90.8 

63.2 

71.9 

26.9 

22.3 

6.6 

9.2 

36.8 

22.3 

0% 25% 50% 75% 100%

2020年度実績

2021年度計画

2020年度実績

2021年度計画

2020年度実績

2021年度計画

全
産

業
製

造
業

非
製

造
業

【設備投資実績・計画】

実施した（計画あり） 実施しなかった（計画なし）

8.8 

11.0 

6.7 

13.0 

9.8 

9.8 

23.1 

26.7 

13.3 

24.6 

27.9 

27.9 

38.5 

39.8 

38.3 

40.6 

38.5 

39.3 

24.7 

13.6 

35.0 

13.0 

19.7 

13.9 

4.9 

8.9 

6.7 

8.7 

4.1 

9.0 

0% 25% 50% 75% 100%

2020年度実績

2021年度計画

2020年度実績

2021年度計画

2020年度実績

2021年度計画

全
産

業
製

造
業

非
製

造
業

【設備投資額（前年度比較）】

大幅に増加（大幅に増やす） 増加（増やす） 横這い 減少（減らす） 大幅に減少（大幅に減らす）
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（３）投資目的について 

・投資の目的について聞いたところ，「維持・補修」が 66.7％と最も多く，次いで「合理化・省力

化（45.0％）」，「新製品・製品高度化（19.0％）」，「増産・拡販（16.9％）」となっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業で「維持・補修」が 64.7％と最も多く，次いで「合理化・

省力化（54.4％）」，「新製品・製品高度化（36.8％）」，「研究・開発（27.9％）」となっている。非

製造業では「維持・補修」が 67.8％と最も多く，次いで「合理化・省力化（39.7％）」，「増産・

拡販（15.7％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．情報化にかかわる投資について 

（１）投資額について 

・本年度（2021 年度）の情報化投資（コンピュータおよび周辺機器，通信ネットワーク構築，ソフ

トウェア開発費等）について，昨年度に比べて「増やす」が 38.6％，「横這い」が 51.2％，「減ら

す」が 10.1％となっており，「増やす」が「減らす」を大幅に上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）投資内容について 

・投資の内容は，「システム構築」が 50.6％と最も多く，次いで「ハード機器購入（46.8％）」，「ソ

フトウェアの購入（41.3％）」，「通信環境の拡充（31.5％）」，「セキュリティ強化（27.7％）」とな

っており，投資内容は分散していることが窺える。 

 

 

 

  

※「増やす」：「大幅に増やす」＋「増やす」，「減らす」：「大幅に減らす」＋「減らす」 

66.7 

45.0 

19.0 

16.9 

14.3 

6.9 

6.9 

64.7 

54.4 

36.8 

19.1 

27.9 

2.9 

0.0 

67.8 

39.7 

9.1 

15.7 

6.6 

9.1 

10.7 

0 20 40 60 80

維持・補修

合理化・省力化

新製品・製品高度化

増産・拡販

研究・開発

新規事業参入

その他

（％）
【設備投資目的】

全産業

製造業

非製造業

50.6 

46.8 

41.3 

31.5 

27.7 

2.1 

50.0 

43.2 

41.9 

25.7 

29.7 

1.4 

50.9 

48.4 

41.0 

34.2 

26.7 

2.5 

0 20 40 60

システム構築

ハード機器購入

ソフトウェア購入

通信環境の拡充

セキュリティ強化

その他

（％）
【情報化投資の種類】

全産業

製造業

非製造業

4.5 

3.9 

4.7 

34.1 

34.2 

34.1 

51.2 

53.9 

50.0 

8.1 

6.6 

8.8 

2.0 

1.3 

2.4 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【情報化投資（前年度比較）】

大幅に増加 増加 横這い 減少 大幅に減少
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Ⅵ．新型コロナ 第４波の影響等について                    

 

１．新型コロナ 第４波の影響について 

（１）自社の事業への影響 

 ・第４波による事業への影響について，「悪影響が出ている」が 76.0％（前回調査比+6.0），「大き

く悪影響が出ている」が 28.0％（同+3.4）となっており，悪影響の度合いは再び強まっている。 

 ・製造業／非製造業別ついてみると，製造業では「悪影響が出ている」が 74.1％（同+5.9），「大き

く悪影響が出ている」が 26.0％（同+0.2）となっている。非製造業では「悪影響が出ている」が

76.8％(同+6.1)，「大きく悪影響が出ている」が 28.8％（同+4.7）となっており，製造業・非製

造業ともに悪影響の度合が再び強まっている。 

・とくに「大きく悪影響出ている」の割合が高い業種は「飲食・宿泊」（100.0％），「運輸・倉庫」

（53.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．自社事業への影響 

・新型コロナ第４波について，悪影響を受けている割合は 8 割弱となっており，感染が再拡大する

なかで，製造業・非製造業ともに再び悪影響の度合が強まっている。とくに「飲食・宿泊」，「運

輸・倉庫」は大きな影響を受けている。 

・コロナ前の水準に戻る時期は，2022 年度以降とした先が全産業で７割弱，製造業／非製造業別

にみると，製造業で 6 割強，非製造業では 7 割強を占め，回復時期は前回調査からずれ込んで

いる。 

２．新型コロナに対する取組等について 

・コロナへの事業面での対応として，「デジタル技術を活用した生産性・付加価値向上」，｢新規顧

客の開拓｣，「新規事業参入・新商品開発」，「Ｅコマース等を活用した販売(営業)の見直し」な

どに取り組んでいる。 

・在宅勤務について，7 割弱が導入しているものの，実際に活用している社員の割合は 20％以

下とした先が 6 割弱を占めている。また，在宅勤務を最も活用した時期は「昨年４～6 月」が

4 割強，「現在（４，５月）」が 4 割弱と，いずれも感染拡大時期と重なっており，コロナとの

関連性がみられる。 

・在宅勤務の来年度の活用については，「現状並み」が 6 割弱を占めなかで，「縮小」が「拡大」

をやや上回っており，在宅勤務の活用拡大は難しいことが窺える。 

 

※「悪影響が出ている」：「大きく悪影響が出ている」＋「若干の悪影響が出ている」 

47.5 

24.6 

28.0 

62.0 

25.8 

26.0 

41.3 

24.1 

28.8 

32.3 

45.4 
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20.3 
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48.0 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0
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2021年5月調査
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全
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【新型コロナウイルス感染拡大に伴う自社の事業への影響度合い】

大きく悪影響が出ている 若干の悪影響が出ている その他
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（２）売上（受注）がコロナ前の水準に戻る時期 

・第４波による事業への影響が出ている先に，売上（受注）がコロナ前の水準に戻る時期を聞いた

ところ，「～2021 年 9 月（3.2％）」,「2021 年 10～12 月（14.0％）」,「2022 年 1～3月（14.0％）」,

「2022 年 4～6 月（26.3％）」，「2022 年 7～9 月（10.2％）」，「2022 年 10 月以降（32.3％）」とな

っている。2022 年 4月以降が 68.8％（前回調査：55.7％）と７割近くを占めており，前回調査か

ら回復時期がずれ込んでいる。 

・製造業/非製造業別にみると，2022 年度以降に回復を見込む先は，製造業で 63.2％，非製造業で

71.3％となっており，非製造業の方が回復が遅れるとみている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．新型コロナに対する取組等について 

（１）事業面での取組 

 ・新型コロナに対する事業面での取組として，「デジタル技術を活用した生産性・付加価値向上」が

47.8％と最も多く，次いで｢新規顧客の開拓（40.4％）｣，「新事業参入・新商品開発（28.3％）」，

「Ｅコマース等を活用した販売（営業）（25.7%）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.2 

7.0 

1.6 

14.0 

17.5 

12.4 

14.0 

12.3 

14.7 

26.3 

24.6 

27.1 

10.2 

12.3 

9.3 

32.3 

26.3 

34.9 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【売上（受注）がコロナ前の水準に戻る時期】

2021年7～9月 2021年10～12月 2022年1～3月 2022年4～6月 2022年7～9月 2022年10月以降

2021年度 2022年度上期 2022年度下期以降

47.8 

40.4 

28.3 

25.7 

15.2 

7.0 

3.0 

8.7 

41.2 

36.8 

32.4 

33.8 

17.6 

16.2 

5.9 

7.4 

50.6 

42.0 

26.5 

22.2 

14.2 

3.1 

1.9 

9.3 

0 20 40 60

デジタル技術を活用した生産性・付加価値向上

新規顧客の開拓

新事業参入・新商品開発

Eコマースを利用した販売（営業）

手元資金の積増

サプライチェーンの見直し

在庫の積み増し

その他

（％）

【新型コロナに対する事業面での取り組み】

全産業

製造業

非製造業
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（２）感染症対策について 

・自社が取り組んでいる感染対策について，「Ｗｅb会議」が 89.6％と最も多く，次いで「外出・出

張の抑制（88.8％）」，「テレワーク（61.6％）」，「時差出勤・フレックス制（45.6％）」となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．在宅勤務について 

（１）在宅勤務の導入について 

 ・在宅勤務の導入状況について聞いたところ，「導入済（65.5％）」，「検討中（12.3％）」，「検討した

が断念（4.0％）」，「導入の予定なし（18.3％）」となっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業では「導入済（80.3％）」，「検討中（6.6％）」，「検討したが

断念（3.9％）」，「導入の予定なし（9.2％）」となっている。非製造業では「導入済（59.1％）」，

「検討中（14.8％）」，「検討したが断念（4.0％）」，「導入の予定なし（22.2％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

89.6 

88.8 

61.6 

45.6 

34.0 

20.8 

17.6 

12.8 

4.0 

0 25 50 75 100

web会議

外出・出張の自粛

テレワーク

時差出勤・フレックス制

オフィス・工場の整備

車通勤の許可

交代制出勤

営業・操業時間の短縮

その他

（％）

【取り組んでいる新型コロナウイルス感染対策（全産業）】

65.5 

80.3 

59.1 

12.3 

6.6 

14.8 

4.0 

3.9 

4.0 

18.3 

9.2 

22.2 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【在宅勤務の導入状況】

導入済みである 導入を検討中である 導入を検討したが、断念した 導入を検討しておらず、今後の導入予定もない
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（３）在宅勤務の活用等について 

 ａ．活用状況について 

・実際に在宅勤務を活用している社員の割合は，「10％未満（31.9％）」，「10～20％程度（24.6％）」，

「30～40％程度（22.1％）」，「50％程度以上（21.5％）」となっており，過半が 20％以下に止ま

っている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業では「10％未満（41.7％）」，「10～20％程度（25.0％）」，

「30～40％程度（15.0％）」，「50％程度以上（18.4％）」となっている。非製造業では「10％未

満（26.2％）」，「10～20％程度（24.3％）」，「30～40％程度（26.2％）」，「50％程度以上（23.3％）」

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．活用時期について 

・在宅勤務を最も活用した（している）時期を聞いたところ，「昨年 4～6月」が 43.7％と最も多

く，次いで「現在（4、5月）」が 38.6％となっている。製造業／非製造業別にみると，製造業

では「現在（4、5 月）」が 42.4％と最も多く，次いで「昨年 4～6 月」が 35.6％となっている

一方，非製造業では「昨年 4～6月」が 48.5％と最も多く，次いで「現在（4、5月）」が 36.4％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 ｃ．来年度の在宅勤務の活用について 

・来年度の在宅勤務の活用については，「現状並み」が58.4％と最も多く，次いで「縮小（16.8％）」，

「拡大（13.7％）」となっている。製造業／非製造業別にみると，製造業では「現状並み」が

58.3％と最も多く，次いで「縮小（18.3％）」，「拡大（15.0％）」となっている。非製造業も「現

状並み」が 58.4％と最も多く，次いで「縮小（15.8％）」，「拡大（12.9％）」となっている。 

 

 

 

 

  

1.9 

1.7 

2.0 

43.7 

35.6 

48.5 

5.7 

6.8 

5.1 

5.1 

6.8 

4.0 

5.1 

6.8 

4.0 

38.6 

42.4 

36.4 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【在宅勤務を最も活用した時期】

昨年1～3月 昨年4～6月 昨年7～9月 昨年10月～12月 1～3月 現在（4、5月）

31.9 

41.7 

26.2 

24.6 

25.0 

24.3 

22.1 

15.0 

26.2 

21.5 

18.4 

23.3 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【在宅勤務を活用している社員割合】

10％未満 10～20％程度 30～40％程度 50％以上

13.7 

15.0 

12.9 

58.4 

58.3 

58.4 

16.8 

18.3 

15.8 

11.2 

8.3 

12.9 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【来年度の在宅勤務の活用意向】

活用を拡大 現状並み 活用を縮小 その他
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Ⅶ．外国人材の活用について                         

 

１．外国人材の受入れ・活用 

（１）外国人材の雇用状況 

ａ．雇用状況 

・自事業所における外国人材の雇用については，全産業では「雇用している」が 28.7％，「雇用し

ていない」が 71.3％であった。 

・製造業／非製造業別に見ると，製造業では「雇用している」が 47.4％，「雇用していない」が 52.6％，

非製造業では「雇用している」が 20.6％，「雇用していない」が 79.4％であり，製造業の方が雇

用している先が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．雇用している人材の在留資格 

・上記で「雇用している」と回答した先に外国人材の在留資格について尋ねたところ，全産業で

は「高度人材」が 47.2％で最も多く，「永住者・定住者（37.5％）」，「技能実習（36.1％）」と

続いている。 

・製造業と非製造業を比較すると，製造業は「永住者・定住者」が，非製造業では「高度人材」

の割合がそれぞれ最も高くなっている。 

 

 

 

  

１．外国人材の受入れ・活用 

・優秀な人材の確保や労働力不足への対応を背景に，約 3 割の事業者が外国人材を雇用しており，

在留資格としては高度人材や永住者・定住者，技能実習生が多い割合となっている。 

・外国人材の円滑な受入れ・共生社会の実現に向けて，「渡航前・受入後の日本語教育の充実」，「企

業における適正な労働条件と雇用管理の確保」，「在留資格手続きの円滑化・迅速化」を必要と考

えている。 

２．外国人留学生の採用動向 

・昨年度に留学生を採用した企業は 1 割強であり，コロナ前と変わらず企業の貴重な戦力として期

待している。 

・今年度も 1 割の企業が採用を予定しており，「中国」や「ベトナム」，「タイ」，「インド」出身の

学生を求めている。 

28.7 

47.4 

20.6 

71.3 

52.6 

79.4 

0% 25% 50% 75% 100%

全産業

製造業

非製造業

【外国人材の雇用状況】

雇用している 雇用していない

47.2 

37.5 

36.1 

15.3 

5.6 

8.3 

47.2 

55.6 

50.0 

11.1 

11.1 

2.8 

47.2 

19.4 

22.2 

19.4 

0.0 

13.9 

0 20 40 60

高度人材

永住者・定住者

技能実習生

資格外活動

特定技能

その他

（％）
【雇用している外国人材の在留資格】

全産業
製造業
非製造業
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ｃ．外国人材を雇用している理由 

・外国人材を雇用している理由は，全産業では「優秀な人材の確保」が 61.1％で最も多く，次いで

「労力不足への対応（47.2％）」，「海外における事業活動での活用（27.8％）」などとなっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業は「優秀な人材の確保」と「労働力不足への対応」がと

もに 52.8％で最も多く，次いで「海外における事業活動での活用（38.9％）」となっている。

非製造業は「優秀な人材の確保」が 69.4％で最も多く，次いで「労働力不足への対応（41.7％）」，

「外国人が持つ多様な価値観や経験，ノウハウを活用（22.2％）」などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．受け入れ・活用にかかる問題点 

・外国人材の受け入れ・活用にかかる問題点としては，全産業では「求める日本語コミュニケーシ

ョン能力を有する人材が少ない」が 34.8％で最も多く，次いで「特にない（26.1％）」，「在留資

格の手続きなどの負担がかかる（24.6％）」となっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業は「求める日本語コミュニケーション能力を有する人材

が少ない」が 35.3％で最も多く，次いで「特にない（32.4％）」，「技能実習生受け入れ可能な

職種が限定的（23.5％）」となっている。非製造業は「求める日本語コミュニケーション能力を

有する人材が少ない」と「在留資格の手続きなどの負担がかかる」がともに 34.3％で最も多く，

次いで「社内の受入れ態勢が未整備（22.9％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.1 

47.2 

27.8 

23.6 

16.7 

12.5 

4.2 

4.2 

52.8 

52.8 

38.9 

27.8 

11.1 

13.9 

5.6 

2.8 

69.4 

41.7 

16.7 

19.4 

22.2 

11.1 

2.8 

5.6 

0 20 40 60 80

優秀な人材の確保

労働力不足への対応

海外における事業活動での活用

外国人への対応・外国語の使用が必要

外国人が持つ多様な価値観や経験，ノウハウを活用

研究開発等，高度・専門的な技術・知識をもつ人材が必要

人件費の抑制

その他

（％）

【外国人材を雇用している理由】

全産業

製造業

非製造業

34.8 

24.6 

20.3 

18.8 

11.6 

10.1 

8.7 

4.3 

2.9 

26.1 

7.2 

35.3 

14.7 

23.5 

14.7 

2.9 

8.8 

11.8 

8.8 

0.0 

32.4 

11.8 

34.3 

34.3 

17.1 

22.9 

20.0 

11.4 

5.7 

0.0 

5.7 

20.0 

2.9 

0 10 20 30 40

求める日本語コミュニケーション能力を有する人材が少ない

在留資格の手続きなどの負担がかかる

技能実習生受け入れ可能な職種が限定的

社内の受入れ態勢が未整備

人材確保が困難

募集コスト・人的・時間的負担がかかる

オンライン面接等により学生の能力判断が難しい

特定技能制度の対象産業分野が限定的

受け入れ・採用した人材が定着しない

特にない

その他

（％）

【外国人材の受け入れ・活用にかかる問題点】

全産業

製造業

非製造業
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（３）外国人材受入れ・共生社会の実現に重要な取組み 

・外国人材の円滑な受入れ・共生社会の実現に重要と考える取組みについては，「渡航前・受入後の

日本語教育の充実」が 63.0％で最も多く，次いで「企業における適正な労働条件と雇用管理の確

保（44.7％）」，「在留資格手続きの円滑化・迅速化（32.7％）」となっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業は「渡航前・受入後の日本語教育の充実」が 61.2％で最も

多く，次いで「行政・生活情報の多言語化（41.8％）」，「行政・生活情報の積極的発信（31.3％）」

となっている。非製造業は「渡航前・受入後の日本語教育の充実」が 63.8％で最も多く，次いで

「企業における適正な労働条件と雇用管理の確保（53.2％）」ともに「在留資格手続きの円滑化・

迅速化（34.8％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．外国人留学生の採用動向について 

（１）2020 年度の採用動向（2021 年 4月入社を含む） 

・2020 年度（2021 年 4月入社を含む）に外国人留学生を新卒採用した先は，全産業では 12.7％（19

年 5 月調査 13.1％），製造業で 12.7％（同 15.5％），非製造業で 12.7％（同 12.0％）となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.7 

12.7 

12.7 

7.2 

12.7 

4.8 

80.2 

74.6 

82.5 
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【外国人留学生の採用実績（2020年度）】

はい いいえ（計画していたが，採用していない） いいえ（計画していない）
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44.7 

32.7 

31.3 

22.6 

22.6 

19.2 

17.8 

15.4 

14.9 

13.0 

4.3 

3.4 

61.2 

26.9 

28.4 

41.8 

31.3 

23.9 

22.4 

20.9 

11.9 

14.9 

19.4 

7.5 

4.5 

63.8 

53.2 

34.8 

26.2 

18.4 

22.0 

17.7 

16.3 

17.0 

14.9 

9.9 

2.8 

2.8 

0 20 40 60 80

渡航前・受入後の日本語教育の充実

企業における適正な労働条件と雇用管理の確保

在留資格手続きの円滑化・迅速化

行政・生活情報の多言語化

行政・生活情報の積極的発信

在留資格の見直し

保証金・違約金を徴収する悪質な仲介業者の排除

医療機関の外国人材受入れ環境整備

社会保険加入の促進

ガイダンス・相談対応等円滑な受入れに向けた企業への支援

外国人児童生徒に対する日本語指導を含めた教育の充実

インターナショナルスクールの設置・充実

その他

（％）

【共生社会を実現するために重要と考えられる取組】

全産業

製造業

非製造業
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（２）2021 年度採用活動（2022 年 4 月入社を含む）について 

ａ．採用予定 

・2021 年度採用活動については，全産業で「予定している」が 10.5％，「予定していない」が 89.5％

となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業は「予定している」が 11.9％，非製造業は「予定してい

る」が 9.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．採用したい留学生の出身国・地域 

・上記 a．で「予定している」と回答した先に採用したい留学生の出身国・地域について尋ねたと

ころ，全産業では「中国」が 45.0％で最も多く，次いで「ベトナム（35.0％）」，「タイ」と「イ

ンド」がともに 30.0％となっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業は「中国」が 62.5％で最も多く，次いで「タイ（37.5％）」，

「ベトナム」「インド」「台湾」がいずれも 25.0％となっている。非製造業は「ベトナム」が

41.7％で最も多く，次いで「中国」と「インド」がともに 33.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.5 

11.9 

9.9 

89.5 

88.1 

90.1 
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製造業

非製造業

【2021年度の留学生採用予定】

予定している 予定していない
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30.0 

15.0 
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10.0 

10.0 

10.0 

10.0 

5.0 

5.0 

0.0 

15.0 

62.5 

25.0 

37.5 

25.0 

25.0 

12.5 

12.5 

12.5 

0.0 

12.5 

12.5 

12.5 

0.0 

12.5 

33.3 

41.7 

25.0 

33.3 

8.3 

16.7 

8.3 

8.3 

16.7 

8.3 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 
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中国

ベトナム

タイ

インド

台湾
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韓国
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アメリカ

フィリピン

ヨーロッパ

他のアジア

その他

（％）

【採用したい留学生の出身国・地域】

全産業

製造業

非製造業
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ｃ．選考方法 

・上記 a．で「予定している」と回答した先に選考方法について尋ねたところ，全産業では「すべ

て対面」が 8.3％，「すべてオンライン」が 29.2％，「対面とオンラインの併用」が 62.5％となっ

ている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業は「すべて対面」が 12.5％，「すべてオンライン」が 37.5％，

「対面とオンラインの併用」が 50.0％となっている。非製造業は「すべて対面」が 6.3％，「す

べてオンライン」が 25.0％，「対面とオンラインの併用」が 68.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）インターンシップの受け入れ予定 

・本年度のインターンシップの受け入れ予定については，全産業では「予定あり」が 19.9％，「検

討中」が 17.7％，「予定なし」が 62.4％となっている。 

・製造業／非製造業別にみると，製造業は「予定あり」が 27.5％，「検討中」が 13.0％，「予定なし」

が 59.4％となっている。非製造業は「予定あり」が 16.6％，「検討中」が 19.7％，「予定なし」

が 63.7 となっている。 
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【外国人留学生の選考方法（2021年度）】
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【インターンシップの受け入れ予定（2021年度）】
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※ 新型コロナに対する具体的な取り組み内容 

・P10．「Ⅵ－２．新型コロナに対する取組等について」「（１）事業面での取組」で，具体的な取

り組み内容を自由記述してもらったところ，以下のような回答が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■新事業参入・新商品開発に関する取り組み
鉄鋼・非鉄金属 農業への参入

電気機械
電子デバイス技術，通信技術，電子回路設計を横断活用した新技術の開拓の取
組。医療機器におけるＥＭＳ事業への取組

自動車関連 既存客先の受注部品（新規）の獲得
造船 修繕船，ガスタンク製造事業の拡大

技術開発，建設資機材の開発
新型コロナウィルス感染予防対策商材

卸売 事業領域の拡大
新電力小売
ＦＣ事業，アプリ刷新
コロナ禍でのＭ&Ａ
地域創生事業
本業以外の事業収入増
駅ビル開発など，コロナ禍での顧客ニーズを踏まえた割引切符の発売
事業者の皆様への融資取組や来店不要型のローン商品の発売
SDGs分野に関する商品開発
GoToEat事業の受託
コロナにより顕在化した働き方変化に対応したサービスの導入等
新規ビジネスの取組
テイクアウト商品提供
太陽光発電他
GoToキャンペーン参加，新プランの販売
ＤＸ，ロボット，ドローン事業
新型コロナウィルスのＰＣＲ検査
シニア住宅サービス部門
コロナ対策やDXに対するサービスへの取組
コンサルタントから情報業への業種転換

その他非製造業 外国人顧客向け周遊バス

■新規顧客の開拓に関する取り組み
繊維・衣服 他業界への売り込み
鉄鋼・非鉄金属 新たな営業組織

従前の中期経営計画の見直し，既存商品の新用途開拓など
新規製品の受注活動

その他製造業 新規取引先の開拓
コロナ禍の中でも成長している業種，業態を中心に営業展開を図る
新電力への投資，受注活動，ＥＰＣへの取組
金融機関へビジネスマッチングの依頼等
異業種連携，開拓
コロナ禍下で業績拡大する業種における投資状況を確認して、顧客を開拓
営業強化

卸売 地場企業の掘りおこし
小売 移動スーパーの拡大

資金繰り対応等
資金繰りに苦慮されている新規顧客に対する積極的な融資の提案
営業体制の転換
新たな業種顧客の開拓
新領域での事業展開を検討中
これまでと違う分野の顧客開拓
新たなエリアマーケットへの取組
営業活動の強化

経済団体・シンクタンク 会員増強
その他非製造業 広域営業

サービス業

自動車関連

建設

金融・保険

情報通信

サービス業

建設

小売

運輸・倉庫

金融・保険

情報通信

飲食・宿泊
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新型コロナに対する事業面での具体的な取組（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■デジタル技術を活用した生産性・付加価値向上に関する取り組み
食料品 AIを活用した，ＳＣＭの再構築など
化学 在庫出納の電子化

w eb会議の活用
金属製品 テレワーク
一般機械 w eb会議の活用

遠隔管理
電気機械 認証技術の採用

リモートワークの推進
自動車関連 IｏTによる生産実績の管理，ＡＩを利用した検査

社員の安全を意識した働き方の改革とＲＰＡを活用した業務改善
その他製造業 お客様の要望に答える，非接触機器の導入
建設 ＩＣＴ技術を活用した生産性向上

w eb会議の推進
販売管理システムの見直し
ぺーパーレス化，ＩＣＴ活用によるプロジェクト管理
ペーパーレス，ＩＣＴ活用
顔認証・検証システム導入
ICT活用，技術開発

卸売 通信環境整備，拡充
オンライン会議，面談等

小売 w eb会議への対応
デジタルによる顧客情報の整備
セミセルフやキャッシュレスレジ，需要予測システムなど順次導入

運輸・倉庫 既存顧客へ対しての付加価値向上，シェア拡大
金融・保険 ＲＰＡの活用

非対面営業の強化，手法の開発
リモート営業の活用
リモート研修，リモート会議
w ebの活用
業務プロセスのデジタル化推進
モバイルＰＣを増加し，営業から直行直帰できる体制の強化

情報通信 ＤＸ推進
アプリ開発
自社アプリ開発
既存デジタル技術を業務に活かす

電気・ガス ＤＸ技術(ドローン等）の推進
サービス業 ＲＰＡ,ＡＩ導入による業務の効率化

会議のオンライン化，書面化
DXを活用したサービス拡充の検討など
ZO O M 等のオンラインシステムを活用し，感染リスクを減らす取組

経済団体・シンクタンク オンラインセミナー等の強化
その他非製造業 システム開発等による生産性向上

請求書処理のデジタル化，ペーパーレス化
w eb会議システム，テレワーク用端末の導入
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新型コロナに対する事業面での具体的な取組（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■Ｅコマース等を活用した販売（営業）に関する取り組み
食料品 ネット販売拡充
化学 HPの活用
鉄鋼・非鉄金属 オンライン商談，営業

掲載ラインナップの充実化
オンライン展示会
ＺＯＯＭによるオンライン商談
通販，オンライン商談

建設 w eb活用による新規顧客の開拓
w eb会議システムの活用
ＥＣを活用したＤ２Ｃの取組
オンライン商談
モバイルを利用した提案営業
ＥＣサイトの開設
Team sでの面談（商談）,会議
オンライン商談
オンラインを活用した顧客向け相談会の実施
お客様とのＴＶ会議による営業機会捻出
チラシやw ebを活用した，お取り寄せ商品の宅配販売
インターネットによる通販サイト，動画配信展開
インターネットを使った販売強化（特産品など）
W eb販売，広告の拡充
例年開催している展示販売会を中止し通信販売によるセールスを実施
デジタル中心の業務への取組
オンラインセミナー開催
オンライン商談の活用

その他非製造業 テレショップ,サブスク事業

■サプライチェーンの見直しに関する取り組み
電気機械 国内調達先の複数購買化

■手元資金の積増に関する取り組み
その他製造業 金融機関からの借入による資金確保
建設 コロナ資金の借入
小売 補助金等の最大限の活用
運輸・倉庫 社債の発行
飲食・宿泊 各種助成金申請，受領
サービス業 中小企業貸付金（コロナ枠）の利用

■その他の取り組み
既存顧客で取引内容が薄い先への深耕
経費の削減

その他非製造業 感染拡大で事業者が機能マヒに陥らないように従業員の感染防止対策の徹底

電気・ガス

サービス業

飲食・宿泊

一般機械

その他製造業

卸売

小売

金融・保険

情報通信

GOWEB203
線




